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(57) Abstract: In order to perform balloon ablation and spot ablation by one ablation catheter without exchanging an ablation
catheter body at the time of treatment by catheter ablation, an ablation catheter (IA, IB) with a balloon is provided with a catheter
shaft (3), a balloon (2) which is mounted to the front end side in the longitudinal direction of the catheter shaft, a lumen (5) which
communicates with the balloon from the end face on the back end side in the abovementioned longitudinal direction, an in-bal-
loon electrode (10, 37) and an in-balloon temperature sensor ( 11) which are disposed in the balloon, and a front end electrode (14)
and a front end temperature sensor (15) which are mounted in a front end region including the end face on the front end side in the
abovementioned longitudinal direction.

(57) 要約 本発明は、カテーテルアブレーシ ョンによる治療時に、アブレーシ ョンカテーテル本体の交換
をすることな 、バルーンアブレーシ ョンとスポツ トアブレーシ ョンを一台のアブレーシ ョンカテーテ
ルで行 ことを目的として る。本発明は、カテーテルシヤフ ト ( 3 ) と、上記カテーテルシヤフ トの
長手方向におげる先端側に取 り付 げ られたバルーン 2 ) と、上記長手方向におげる後端側の端面から
上記バルーンに連通するルーメ ン ( 5 ) と、上記バルーンの内部に配置されたバルーン内電極 1 O.
3 7 ) 及びバルーン内温度センサ ( 1 1 と、上記長手方向におげる先端側の端面を含む先端領域に取
りり付 げ られた先端部電極 ( 1 4 ) 及び先端部温度セ ンサ ( 1 5 ) とを備 える、バルーン付きア ブレー
シシ ョンカテーテル ( 1 A 1 B ) を提供する。



公開書類
国際調査報告 条約第 2 1 条 (3))



明 細 書

発明の名称

バルーン付きアブレーシ ヨ ンカテーテル及びバルーン付きアブレーシ ヨ ン

カテーテルシステム

技術分野

０００ 本発明は、バルーン付きァブレーシ ョンヵテーテル及びバルーン付きァブ

レーシ ョンヵテーテルシステムに関する。

背景技術

０００ ヵテーテルァブレーシ ョンは、心腔内にァブレーシ ョンヵテーテルを挿入

し、ヵテーテルの先端部の電極 と対極板の間で熱を加えて心筋組織を焼灼 し

、不整脈を治療する方法である。ヵテーテルァブレーシ ョンは、主に、発作

性上室性頻拍、心房頻拍、心房粗動、発作性心室頻拍などの頻脈性不整脈の

治療のために施され、心臓電気生理学的検査で不整脈の発生機序及び発生部

位を診断 した後に、ァブレーシ ョンヵテーテルの電極を心腔内から不整脈の

発生部位へと到達 させ、そこで原因となる心筋組織に電極を接触させて、

０～6 。
Cで約 6 ０秒間温める操作を繰 り返す手法である。

０００3 現在使用されているァブレーシ ョンヵテーテルの多 くは、ヵテーテルの先

端部に金属製電極を有するものであって、金属製電極を心筋組織に点状に接

触させ、少 しずつ移動させながら焼灼ラインを形成 し、不整脈の発生部位を

隔離する手法をとるのが一般的である (特許文献 「) 。

０００ しかしながら、金属製電極を有するァブレーシ ョンヵテーテルでは、焼灼

ラインを形成 して不整脈の発生部位を隔離するのに数十回の焼灼を繰 り返す

必要があるため、手技が長時間化 し、患者に多大な負担をかけるという問題

点があった。また、ァブレーシ ョンヵテーテルで焼灼ラインを形成するには

、小さな金属製電極を心筋組織の標的部位に正確に接触させる必要があるた

め、医師にァブレーシ ョンヵテーテルを操る高度な技術が必要であった。 さ

らに、心筋組織は点状に焼灼されるため、焼灼部位間に隙間のある不十分な



焼灼ラインが形成されてしまう ことがあり、この場合には、不整脈の発生部

位を完全に隔離できず、不整脈を再発 させてしまう可能性があった。

０００ 上記問題を解決すべ く、近年、カテーテルシヤフ トの先端部にバルーンを

有するバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルが開発 され、高周波発生装置

及びバルーン表面温度均一化装置を備えたバルーン付きアブレーシ ョンカテ

ーテルシステムが報告されている (特許文献 2 及び 3 )

０００ バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムは、カテーテルシヤフ ト

の先端側に取 り付けられたバルーンを加熱用液体で膨張させ、高周波発生装

置から通電された高周波電流によって加熱用液体を加熱 し、バルーン表面と

接触 した心筋組織全体を焼灼 (以下、バルーンアブレーシ ョン) するシステ

ムである。

先行技術文献

特許文献

０００ 特許文献 : 特許第 「 「 9 「０号公報

特許文献 : 特許第 3 6 ０7 3 「号公報

特許文献3 : 特許第 3 8 9 3 8 号公報

発明が解決 しようとする課題

０００8 しかしながら、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムを用いて

も、不整脈の発生部位を完全に隔離できないケースが多々あり、バルーンが

到達できない部位の場合には、金属製電極を有するアブレーシ ョンカテーテ

ルを用いて追加の点状の焼灼 (以下、スポットアブレーシ ョン) を施さねば

ならないのが現状である。 この場合には、バルーン付きアブレーシ ョンカテ

ーテルを患者から抜去 した上で、別途、予め用意 しておいた金属製電極を有

するアブレーシ ョンカテーテルを心腔内に再度挿入する必要が生 じ、手技の

長時間化にょり医師及び患者に多大な負担をかけることとなっている。

０００ そこで本発明は、カテーテルアブレーシ ョンにょる治療時に、アブレーシ



ョンカテーテル本体の交換をすることな く、バルーンアブレーシ ョンとスポ

ットアブレーシ ョンを一木のアブレーシ ョンカテーテルで行 う ことを目的と

している。

課題を解決するための手段

０００ ｱ 目的を達成するため、本発明者らは鋭意研究を重ねた結果、スポット

アブレーシ ョン機能を備えるバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルの作製

に成功 し、以下の発明を完成させるに至った。

００ すなわち、本発明は、カテーテルシヤフ トと、上記カテーテルシヤフ トの

長手方向における先端側に取 り付けられたバルーンと、上記長手方向におけ

る後端側の端面から上記バルーンに連通するルーメ ンと、上記バルーンの内

部に配置されたバルーン内電極及びバルーン内温度センサと、上記長手方向

における先端側の端面を含む先端領域に取 り付けられた先端部電極及び先端

部温度センサとを備える、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルを提供す

る。

００ ｱ のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルは、アブレーシ ョンカテー

テル本体を交換することな く、バルーンアブレーシ ョンとスポットアブレー

シ ョンの双方を実施可能とする。

００ 3 ｱ カテーテルシヤフ トの長手方向における先端側の端面から上記長手方

向における上記先端部電極の先端までの距離は、 ～1 であることが

好ましい。

００ ｱ カテーテルシヤフ トの長手方向における先端側の端面から上記長手方

向における上記先端部電極の先端までの距離を ～1 にすれば、バル

ーンアブレーシ ョン時に、先端部電極 と接触 した組織や血液の意図しない異

常発熱を防止できる。

００ また本発明は、上記のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルと、 (

a ) の第 「のバルーン加熱回路と ( b ) の先端加熱回路を切 り換える回

路切換スイッチとを備える、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステ

ムを提供 し、このバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムは、上記



第 「のバルーン加熱回路又は上記先端加熱回路のインピーダンスを測定する

インピーダンス測定装置を備えていることが好ましい。

( a ) ｱ バルーン内電極、対電極、上記バルーン内温度センサ及び高周

波発生装置からなる第 「のバルーン加熱回路

( b ) ｱ 先端部電極、上記対電極、上記先端部温度センサ及び上記高周

波発生装置からなる先端加熱回路

００ ｱ のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムによ り、バルーン

アブレーシ ョン実施中における上記バルーンの表面温度を、目的とする温度

に均一に維持することができ、上記回路切換スイッチによ りバルーンアブレ

ーシ ョンとスポットアブレーシ ョンを選択的に切 り換えることができる。

００ また、上記第 「のバルーン加熱回路のインピーダンス測定によ り、上記バ

ルーンにピンホール等の損傷が発生 した場合のインピーダンス変化を容易に

検知できる。その結果、損傷が発生 した上記バルーン付きアブレーシ ョンカ

テーテルでの治療を中断 し、すぐにカテーテル交換ができるため、患者負担

を低減することができる。また、上記先端加熱回路のインピーダンス測定に

よ り、焼灼部位における適切な治療完了時期が判断できるため、過剰な焼灼

を防止 し、合併症の発生を防止できる。

００ 8 また、上記バルーン内電極は、 2 個配置されていることが好ましい。

００ バルーン内電極が 2 個配置されていれば、バルーンの内部でのみ高周波電

流が通電 し、先端部電極に高周波電流が通電 しないことから、上記カテーテ

ルシヤフ トの長手方向における先端側の端面から上記長手方向における上記

先端部電極の先端までの距離に関わらず、バルーンアブレーシ ョン時に、先

端部電極 と接触 した組織や血液の意図しない異常発熱を防止できる。

０００ また本発明は、バルーン内電極が 2 個配置されている上記のバルーン付き

アブレーシ ョンカテーテルと、 ( b ) の先端加熱回路と ( c ) の第

2 のバルーン加熱回路を切 り換える回路切換スイッチとを備える、バルーン

付きアブレーシ ョンカテーテルシステムを提供 し、このバルーン付きアブレ

ーシ ョンカテーテルシステムは、上記先端加熱回路のインピーダンスを測定



するインピーダンス測定装置を備えていることが好ましい。

( b ) ｱ記先端部電極、対電極、上記先端部温度センサ及び高周波発生装

置からなる先端加熱回路

( c ) ｱ記バルーン内電極、上記バルーン内温度センサ及び上記高周波発

生装置からなる第 2 のバルーン加熱回路

００ ｱ バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムによ り、バルーンア

ブレーシ ョン実施中における上記バルーンの表面温度を、目的とする温度に

均一に維持することができ、上記回路切換スイッチによ り、バルーンアブレ

ーシ ョンとスポットアブレーシ ョンを選択的に切 り換えることができる。

００ また、上記先端加熱回路のインピーダンス測定によ り、焼灼部位における

適切な治療完了時期が判断できるため、過剰な焼灼を防止 し、合併症の発生

を防止できる。

００ 3 ｱ のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムは、上記バルーン

内電極 と上記対電極 との間、及び、上記バルーン内電極間又は上記先端部電

極 と上記対電極 との間、で高周波を通電する高周波発生装置と、上記ルーメ

ンから加熱用液体の吸引と吐出を周期的に繰 り返 して上記加熱用液体に振動

を付与する振動付与装置とを備えることが好ましく、上記振動付与装置は、

口一ラーポンプ、ダイヤフラムポンプ、ベ ローズポンプ、べ一ンポンプ、遠

心ポンプ及びピス トンとシ リンダを組み合わせたポンプからなる群から選択

されるポンプを備えることが好ましい。

００ ｱ のポンプを備えることによ り、上記ルーメ ンと上記バルーン内部に充

填された上記加熱用液体に、吸引と吐出を周期的に繰 り返す振動を付与する

ことができるため、上記バルーンの表面温度を、よ り効果的に均一に維持す

ることができる。

発明の効果

００ 本発明によれば、均一に加熱されたバルーン表面で広範囲に組織をアブレ

ーシ ョンした後、カテーテル本体を交換することな く、バルーン付きアブレ

ーシ ョンカテーテルシステムの先端部電極で部分的なスポットアブレーシ ョ



ンを実施でき、手技時間の大幅な短縮とそれに伴 う患者負担の大幅な低減を

達成できる。また本発明によれば、バルーン加熱回路に高周波電流を通電 し

てバルーンアブレーシ ョンを実施 している最中に、先端部電極 と接触 した組

織や血液が意図せず異常に発熱することを防止できるため、血栓塞栓症、肺

静脈狭窄、食道穿孔などの重大な合併症を防ぎ、焼灼手技の安全性向上が達

成できる。

００ 図 本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルを

示す概略図である。

図 図 「のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルに使用されるカテーテル

シヤフ トの a a 線における断面を示す概略図である。

図3 本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシ

ステムを示す概略図である。

図 本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシ

ステムの回路切換スイツチを示す概略図である。

図 本発明の第二実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシ

ステムを示す概略図である。

図 本発明の第二実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシ

ステムの第二の実施形態の回路切換スイッチを示す概略図である。

図 本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの振動付与装

置の一実施形態を示す概略図である。

図 本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルを構成する先端部電極

の長手方向に対 して水平な断面を示す概略図である。

図 本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルの

長手方向に対 して水平な断面を示す概略図である。

図 ０焼灼温度の試験系の概略図である。

発明を実施するための形態

００ 以下、図面を参照 しながら、本発明の好適な実施形態について詳細に説明



するが、本発明はこれらの態様に限定 されるものではない。なお、同一の要

素には同一符号を用いるものとし、重複する説明は省略する。また、図面の

比率は説明のものとは必ずしも一致 していない。

００ 8 本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルは、カテーテルシヤフ ト

と、上記カテーテルシヤフ トの長手方向における先端側に取 り付けられたバ

ルーンと、上記長手方向における後端側の端面から上記バルーンに連通する

ルーメ ンと、上記バルーンの内部に配置されたバルーン内電極及びバルーン

内温度センサと、上記長手方向における先端側の端面を含む先端領域に取 り

付けられた先端部電極及び先端部温度センサと、を備えることを特徴 として

いる。

００ 図 「は、本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテー

テルを示す概略図である。図 2 は、図 「のバルーン付きアブレーシ ョンカテ

ーテルに使用されるカテーテルシヤフ トの a a 線における断面を示す概

略図である。

０００ 図 「に示されるバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル 「A は、外側カテ

ーテルシヤフ ト3 を長手方向に貫通するルーメ ンA に、内側カテーテルシ

ヤフ ト が挿入された二重筒式カテーテルシヤフ トを備え、二重筒式カテー

テルシヤフ トの長手方向における先端側に、膨張及び収縮可能なバルーン 2

が取 り付けられている。なお、バルーン 2 の先端部は内側カテーテルシヤフ

ト の長手方向における先端部に固定 され、バルーン 2 の後端部は外側カテ

ーテルシヤフ ト3 の長手方向における先端部に固定 されており、外側カテー

テルシヤフ ト3 と内側カテーテルシヤフ ト との間の空間は、バルーン 2 の

内部と連通 している。

００3 内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における後端部は、ハン ドル 6 の内

部で固定 されており、外側カテーテルシヤフ ト3 と内側カテーテルシヤフ ト

との間の空間は、ハン ドル 6 の内部とサイ ドポー ト7 とを経由して、三方

活栓 8 とシ リンジ 9 とに連通 している。

００3 バルーン内電極 「０は、バルーン 2 の内部で、内側カテーテルシヤフ ト



に取 り付けられており、バルーン内温度センサ 「 「は、バルーン内電極 「０
の後端に取 り付けられている。バルーン内電極 「０に接続されたバルーン内

電極 リー ド線 「 2 と、バルーン内温度センサ 「 「に接続されたバルーン内温

度センサ リー ド線 「 3 とは、内側カテーテルシヤフ ト を長手方向に貫通す

るルーメ ン日「 9 及びハン ドル 6 の内部を挿通 している。

００33 先端部電極 「 は、バルーン 2 の外部で、内側カテーテルシヤフ ト の先

端領域に取 り付けられており、先端部温度センサ は、先端部電極 の

内部に埋設するように取 り付けられている。先端部電極 「 に接続された先

端部電極 リー ド線 「 6 と、先端部温度センサ 「 に接続された先端部度セン

サ リー ド線 「 7 とは、内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 及びハン

ドル 6 の内部を挿通 している。

００3 バルーン 2 の材料としては、抗血栓性に優れた伸縮性のある材料が好まし

く、ポ リウレタン系の高分子材料がよ り好ましい。

００3 ポ リウレタン系の高分子材料としては、例えば、熱可塑性ポ リエーテルウ

レタン、ポ リエーテルポ リウレタンウレア、フッ素ポ リエーテルウレタンウ

レア、ポ リエーテルポ リウレタンウレア樹脂又はポ リエーテルポ リウレタン

ウレアア ミ ドが挙げられる。

００3 不整脈の発生部位に密着できる観点から、バルーン 2 の直径 としては 2 ０

～ ０ が好ましく、形状としては球形が好ましく、膜厚としては 2 ０～
「 が好ましい。

００3 外側カテーテルシヤフ ト3 及び内側カテーテルシヤフ ト の長さとしては

、バルーン 2 を心筋組織へ到達 させる観点から、 ・ ～2 が好ましい。

００3 外側カテーテルシヤフ ト3 及び内側カテーテルシヤフ ト の直径 としては

、血管内へ挿入する観点から、 2 ～ であることが好ましい。

００3 外側カテーテルシヤフ ト3 及び内側カテーテルシヤフ ト の材料としては

、抗血栓性に優れる可榛性のある材料が好ましく、例えば、フッ素樹脂、ポ

リア ミ ド樹脂、ポ リウレタ ン樹脂又はポ リイ ミ ド樹脂が挙げられる。

００ 外側カテーテルシヤフ ト3 の長軸方向に対 して垂直な断面におけるルーメ



ンA の断面積としては、三方活栓 8 からシ リンジ 9 を用いて加熱用液体を

円滑に供給できる観点から、 3 ～「 2 2 であることが好ましい。なお、図

2 に示すようにルーメ ンA が円形であれば、その内径 としては、 2 ～
が好ましい。

００ バルーン内電極 「０を、内側カテーテルシヤフ ト に取 り付ける方法とし

ては、例えば、かしめ、接着、溶着又は熱収縮チューブが挙げられる。

００ バルーン内電極 ０の形状としては、長さが ～2 O の筒状の形状が

好ましく、バルーン内電極 「０が固定 された範囲の可榛性を向上させる観点、

から、コイル状の形状又は複数個に分割することがよ り好ましい。

００ 3 コイル状のバルーン内電極 「０の電線、バルーン内電極 リー ド線 「 2 及び

先端部電極 リー ド線 「 6 の直径 としては、 ・ 「～「 が好ましい。

００ バルーン内電極 「０及び先端部電極 「 の材料としては、例えば、金、銀

、プラチナ若 しくは銅又はこれら金属の合金が挙げられる。

００ バルーン内電極 リー ド線 「 2 及び先端部電極 リー ド線 「 6 の材料としては

、例えば、銅、銀、金、白金若 しくはタングステン又はこれら金属の合金が

挙げられるが、短絡を防止する観点から、フッ素樹脂などの電気絶縁「生保護

被覆が施されていることが好ましい。

００ バルーン内温度センサ 「 「は、バルーン 2 の内部温度を安定 して測定する

観点から、バルーン内電極 「０又は内側カテーテルシヤフ ト に固定 されて

いることが好ましいが、バルーン 2 の表面温度を測定する観点から、バルー

ン 2 の内面に固定 されていても構わない。

００ バルーン内温度センサ 「 「及び先端部温度センサ 「 としては、例えば、

熱電対又は測温抵抗体が挙げられる。

００ バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 の

直径 としては、 ・ ０5～０・ が好ましい。

００ バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 の

材料としては、バルーン内温度センサ 「「が測温抵抗体であれば、例えば、

銅、銀、金、白金若 しくはタングステン又はこれら金属の合金が挙げられる



が、短絡を防止する観点から、フッ素樹脂などの電気絶縁性保護被覆が施さ

れていることが好ましい。また、バルーン内温度センサ 「 「が熱電対であれ

ば、熱電対と同 じ材料であることが好ましく、例えば、丁 型熱電対の場合に

は銅とコ ンスタンタン、K型熱電対の場合にはク ロメルとアルメルが挙げら

れる。

０００ 先端部電極 「 を、内側カテーテルシヤフ ト に取 り付ける方法としては

、例えば、かしめ、接着、溶着又は圧人が挙げられる。

００ 内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における先端側の端面から上記長手

方向における先端部電極 「 の先端までの距離は、バルーンアブレーシ ョン

時に先端部電極 「 と接触 した組織や血液の意図しない異常発熱を防止する

観点から、 以上が好ましく、 ～「 がよ り好ましい。

００ 先端部電極 「 の先端の形状としては、接触する組織の損傷を防止する観

点から、半球状が好ましい。

００ 3 先端部温度センサ 「 は、先端部電極 「 の近傍温度を安定 して測定する

観点から、先端部電極 「 の内部に埋設するように取 り付けられていること

が好ましい。

００ 加熱用液体としては、膨張 したバルーン 2 が X線透視画像で確認できる観

点から、造影剤Xは生理食塩水で希釈 した造影剤が好ましい。なお、バルー

ン内電極 「０に高周波電流を供給する場合には、導電性を有する観点から、

イオン系造影剤Xは生理食塩水で希釈 した造影剤が好ましい。

００ また、本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムは、 ( a

) バルーン内電極、対電極、バルーン内温度センサ及び高周波発生装置から

なる第 「のバルーン加熱回路と、 ( b ) 先端部電極、対電極、先端部温度セ

ンサ及び高周波発生装置からなる先端加熱回路と、を切 り換える回路切換ス

イッチを備えることを特徴 としている。

００ 図 3 は、本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテー

テルシステムの概略図である。また、図 は、本発明の第一実施形態に係る

バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの回路切換スイッチを示す



概略図である。

００ バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム 2 ０Aの構成は、バルー

ン付きアブレーシ ョンカテーテル 「A 、高周波発生装置 2 「及び振動付与装

置 2 に大別される。

００ 8 内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 及びハン ドル 6 の内部を挿通

した、バルーン内電極 リー ド線 「 2 、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 、

先端部電極 リー ド線 6及び先端部温度センサリー ド線 7 は、回路切換ス

イッチ 2 3 Aに接続されている。

００ 先端加熱回路 2 A と、第 「のバルーン加熱回路 2 A とを切 り換え可能

である回路切換スイッチ 2 3 Aに接続された高周波電流 リー ド線 2 6及び測

温信号伝達 リー ド線 2 7 の他端は、高周波発生装置 2 「に接続される。 さら

に、患者の体表面に貼 り付ける対電極 2 8 に接続されたリー ド線の他端も、

高周波発生装置 2 「に接続される。

０００ 先端加熱回路 2 Aには、先端部電極 リー ド線 「 6 、高周波電流 リー ド線

2 6 、先端部温度センサ リー ド線 「 7 及び測温信号伝達 リー ド線 2 7 が接続

されており、対電極 2 8 と先端部電極 「 との間で高周波電流が通電される

ことで、先端部電極 「4 によるスポットアブレーシ ョンが可能となる。

００ スポットアブレーシ ョン中は、先端部温度センサ 「 の測温信号に基づい

て、高周波発生装置 2 「内の温度制御ユニットが高周波電流の出力を自動制

御する。

００ 第 「のバルーン加熱回路 2 Aには、バルーン内電極 リー ド線 「 2 、高周

波電流 リー ド線 2 6 、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 及び測温信号伝達

リー ド線 2 7 が接続されており、対電極 2 8 とバルーン内電極 「０との間で

高周波電流が通電されることで、バルーン 2 によるバルーンアブレーシ ョン

が可能となる。

００ バルーンアブレーシ ョン中は、バルーン内温度センサ 「 「の測温信号に基

づいて高周波発生装置 内の温度制御ユニットが高周波電流の出力を自動

制御する。



００ 高周波発生装置 2 1 の高周波電流の周波数 としては、患者の感電を防 ぐ観

点から、 「００ H 以上が好ましく、先端加熱回路 2 A 及び第 「のバル

ーン加熱回路 2 A の双方を効率良 く通電する観点から、 1 ～ がよ

り好ましい。

００ 本発明の第一実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシス

テムは、第 「のバルーン加熱回路又は先端加熱回路のインピーダンスを測定

するインピーダンス測定装置を備えることが好ましい。

００ インピーダンス測定装置は高周波発生装置 2 1 の内部に配置されているこ

とが好ましく、インピーダンスの測定値に応 じて、高周波電流の出力を自動

制御Xは遮断できることが好ましい。

００ スポットアブレーシ ョン中、インピーダンス測定装置は、対電極 2 8から

先端部電極 1 までの装置回路及び対電極 2 8 と先端部電極 1 との間の体

組織のインピーダンスの和を測定するが、組織壊死等によ り生 じた体組織の

インピーダンス変化に基づき、適切なタイ ミ ングでスポットアブレーシ ョン

を終了可能である。

００ 8 バルーンアブレーシ ョン中、インピーダンス測定装置は、対電極 2 8から

バルーン内電極 「０までの装置回路並びに対電極 2 8 とバルーン内電極 との

間の挟まれた加熱用液体、バルーン 2 及び体組織のインピーダンスの和を測

定するが、ピンホール等によ り生 じた加熱用液体及びバルーン 2 のインピー

ダンスに変化に基づき、直ちにバルーンアブレーシ ョンを中断 し、患者負担

を低減可能である。

００ また、バルーン内電極が 2 個配置されている木発明のバルーン付きアブレ

ーシ ョンカテーテルシステムは、 ( b ) 先端部電極、対電極、先端部温度セ

ンサ及び高周波発生装置からなる先端加熱回路と、 ( c ) バルーン内電極、

バルーン内温度センサ及び高周波発生装置からなる第 2 のバルーン加熱回路

と、を切 り換える回路切換スイッチを備えることを特徴 としている。

０００ 図 は、本発明の第二実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテー

テルシステムの概略図である。また、図 6 は、本発明の第二実施形態に係る



バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの回路切換スイッチを示す

概略図である。

００ バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム 2 ０ の構成は、バルー

ン付きアブレーシ ョンカテーテル 「日、高周波発生装置 2 「及び振動付与装

置 2 に大別される。

００ 内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 及びハン ドル 6 の内部を挿通

した、バルーン内電極 リー ド線 、バルーン内温度センサリー ド線 3

先端部電極 リー ド線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 は、回路切換ス

イッチ 2 3 に接続されている。 さらに、バルーン内電極 「０よ り先端側に

取 り付けられた追加バルーン内電極 3 7 に接続された追加バルーン内電極 リ

ー ド線 3 8 は、内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 及びハン ドル 6

の内部を挿通 し、回路切換スイッチ 2 3 に接続されている。

００ 3 先端加熱回路 2 と、第 2 のバルーン加熱回路 2 とを切 り換え可能

である回路切換スイッチ 2 3 に接続された高周波電流 リー ド線 2 6及び測

温信号伝達 リー ド線 2 7 の他端は、高周波発生装置 2 「に接続される。 さら

に、患者の体表面に貼 り付ける対電極 2 8 に接続されたリー ド線の他端も、

高周波発生装置 2 「に接続される。

００ 第 2 のバルーン加熱回路 2 には、バルーン内電極 リー ド線 「 2 、追加

バルーン内電極 リー ド線 3 8 、高周波電流 リー ド線 2 6 、バルーン内温度セ

ンサ リー ド線 「 3 及び測温信号伝達 リー ド線 2 7 が接続されており、バルー

ン内電極 「０と追加バルーン内電極 3 7 との間で高周波電流が通電されるこ

とで、バルーン 2 によるバルーンアブレーシ ョンが可能となる。なお、この

場合には、対電極 2 8 に高周波電流は通電 しない。

００ バルーンアブレーシ ョン中は、バルーン内温度センサ 「 「の測温信号に基

づいて高周波発生装置 2 「内の温度制御ユニットが高周波電流の出力を自動

制御する。

００ 6 また、バルーン加熱回路 によれば、バルーン内電極 1 ０と追加バル

ーン内電極 3 7 との間でのみ高周波電流が通電されることから、先端部電極



「 への高周波電流漏れは一切な く、内側カテーテルシヤフ ト の長手方向

における先端側の端面から上記長手方向における先端部電極 「 の先端まで

の距離が 未満であっても、先端部電極 「 と接触 した組織や血液の意

図しない異常発熱は生 じ得ない。

００ また、本発明の第二実施形態に係るバルーン付きアブレーシ ョンカテーテ

ルシステムは、先端加熱回路のインピーダンスを測定するインピーダンス測

定装置を備えることが好ましい。

００ 8 インピーダンス測定装置は高周波発生装置 2 「の内部に配置されているこ

とが好ましく、インピーダンスの測定値に応 じて、高周波電流の出力を自動

制御Xは遮断できることが好ましい。

００ スポットアブレーシ ョン中、インピーダンス測定装置は、対電極 2 8から

先端部電極 「 までの装置回路及び対電極 2 8 と先端部電極 「 との間の体

組織のインピーダンスの和を測定するが、組織壊死等によ り生 じた体組織の

インピーダンス変化に基づき、適切なタイ ミ ングでスポットアブレーシ ョン

を終了可能である。

００8０ さらに、本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムは、バ

ルーン内電極 と対電極 との間、及び、バルーン内電極間又は先端部電極 と対

電極 との間、で高周波を通電する高周波発生装置と、ルーメ ンから加熱用液

体の吸引と吐出を周期的に繰 り返 して加熱用液体に振動を付与する振動付与

装置と、を備えることを特徴 としている。

００8 図 7 は、本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルの振動付与装置

の一実施形態を示す概略図である。

００8 口一ラ 3 ０は、回転軸 3 「を中心 として、モータによ り回転駆動される

。 口一ラ 3 ０がガイ ド面 3 と相対向すると、弾性チューブ 3 3の相対向

する管壁同士が密着 し、弾性チューブ 3 3が遮断されて リザーバ部 3 が加

圧される。一方、口一ラ 3 ０がガイ ド面 3 と相対向していなければ、弾

性チューブ 3 3 は弾性復帰作用によ り元の径に拡径 されて、弾性チューブ 3

3 が連通状態となって リザーバ部 3 の圧力が解放 される。 このように、口



一ラ 3 ０の回転によ り リザーバ部 3 からバルーン 2 へ向けて液体の吸引

と吐出を周期的に繰 り返すことで、加熱用液体に振動を付与することが可能

である。なお、スポットアブレーシ ョン中は、加熱用液体への振動付与は不

要である。

００83 弾性チューブ 3 3の材料としては、弾性復帰が容易な観点から、シ リコー

ンが好ましい。

００8 耐圧延長チューブ 2 9 としては、内径 2 ～ 、長さ ・ ～2 のポ

リア ミ ド樹脂又はポ リ塩化 ビニル製チューブが好ましい。

００8 振動付与装置 2 は、三方活栓 8 及び耐圧延長チューブ 2 9 を介 して、バ

ルーン付きアブレーシ ョンカテーテル 「A と接続されている。

００8 振動付与装置としては、バルーン 2 の内部で効果的に渦状の流れを発生さ

せて、短時間にバルーンの表面温度を均一化する観点から、加熱用液体の吸

引と吐出を 「秒間に 「～ 回繰 り返すことが可能である装置が好ましい。

００8 加熱用液体の吸引と吐出を 「秒間に 「～ 回繰 り返すことが可能である装

置としては、動作の効率性、形態性及び経済性の観点から、口一ラーポンプ

、ダイヤフラムポンプ、ベ ローズポンプ、べ一ンポンプ、遠心ポンプ、ピス

トンとシ リンダの組み合わせからなるポンプからなる群から選択されるポン

プを備える装置が好ましい。

実施例

００88 以下、本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル及びバルーン付き

アブレーシ ョンカテーテルシステムの具体的な実施例を、図を交えて説明す

る。なお、 「長さ」 という ときは、長軸方向における長さを表すものとする

００8 (実施例 「)

ペ レセン (ダウ ・ケ ミ 力ル社製 ) を材料として、ブロー成型法によ り外径

2 、膜厚 のポ リウレタン製のバルーン 2 を作製 した。

０００ 外径 3 ・ 3 、内径 2 ・ 、長さ 8 ０O のポ リウレタン製の外

側カテーテルシャフ ト3 を作製 した。また、ダイア ミ ド (ダイセル ・エボ二



ック社製 ) を材料として、押 し出し成型によ り外径 「・ 7 m 、内径 「・ 3

、長さ 9 3 の内側カテーテルシヤフ ト を作製 して、外側カテー

テルシヤフ ト3 のルーメ ンA に挿入 した。

００ 内側カテーテルシヤフ ト の先端から長さ 「 の位置を開始点 として

、銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線を内側カテーテルシヤフ ト の後

端方向に向かって巻き付けて、長さ 「 のコイル状のバルーン内電極 「

を形成 した。

００ 銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線をバルーン内電極 リー ド線 「 2 と

して、バルーン内電極 「０の後端に接続 して半田で固定 した。

００ 3 外径 ０・ 「 の極細熱電対銅線を一方のバルーン内温度センサ リー ド線

「 3 とし、外径 ０・ 「 の極細熱電対 コ ンスタンタン線を他方のバルーン

内温度センサ リー ド線 「 3 として、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 の先

端同士を接続 して半田で固定 して得 られた丁 型熱電対をバルーン内温度セン

サ 「 「とした。バルーン内温度センサ 「 「は、バルーン内電極 「０の後端に

接着剤で固定 した。

００ 内側カテーテルシヤフ ト の先端から長さ 「 の位置にバルーン 2 の

先端部を合わせて、バルーン 2 の先端側を内側カテーテルシヤフ ト の外周

に、バルーン 2 の後端側を外側カテーテルシヤフ ト3 の先端部の外周に熱溶

着 して固定 した。

００ プラチナを材料として、長さ 7 、直径 「・ 7 の円柱を作製 し、円

柱の先端を半球状に、円柱の後端から先端側に長さ 2 までの部分 (埋め

込み部 「) を直径 「・ 3 に、それぞれ加エ して、さらに円柱の後端か

ら先端側に直径 ０・ 3 、長さ の穴 3 9 を切削して、図 8 に示す先

端部電極 「 を作製 した。

００ バルーン内温度センサ 「 「と同様に、温度センサ リー ド線 「 7 から作製 し

た丁 型熱電対である先端部温度センサ 「 を穴 3 9 に挿入 し、接着剤を充填

して固定 した。

００ 銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線を先端部電極 リー ド線 「 6 として



、埋め込み部 「の端面に接続 して半田で固定 した。

００ 8 バルーン内電極 リー ド線 「 2 、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 、先端

部電極 リー ド線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 にそれぞれテフロン

(登録商標 ) 樹脂による被覆を施 し、内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン

日「 9 に挿通 した。

００ 図 9 に示すように、先端部電極 「 の埋め込み部 「を内側カテーテルシ

ヤフ ト の先端部に押 し込んで、先端部電極 「 の先端から長さ の部

分、すなわち、露出部 ０が露出するように接着剤で固定 した。 この場合、

内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における先端側の端面から上記長手方

向における先端部電極 「 の先端までの距離は、 である。

０００ 内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 に挿通 したバルーン内電極 リ

ー ド線 「 2 、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 、先端部電極 リー ド線 「 6

及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 の他端を封止部材 に貫通 させてから

、外側カテーテルシヤフ ト3 及び内側カテーテルシヤフ ト の後端部をポ リ

エチ レン製のハン ドル 6 の内部に挿入 し、接着剤で固定 してバルーン付きア

ブレーシ ョンカテーテル 「A を作製 した。

００ 封止部材 を貫通 した、バルーン内電極 リー ド線 「 2 、バルーン内温度

センサ リー ド線 「 3 、先端部電極 リー ド線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド

線 「 7 を、図 に示すように、回路切換スイッチ 2 3 A の端子に接続 して、

半田で固定 した。

００ 外径 ０・ の被覆銅線を用いた高周波電流 リー ド線 2 6 を介 して、回

路切換スイッチ 2 3 A と 「・ 8 の高周波発生装置 2 「とを接続 した。

また、外径 ０・ の被覆銅線及び外径 ０・ の被覆コ ンスタンタン

線を用いた一対の測温信号伝達 リー ド線 2 7 を介 して、回路切換スイッチ 2

3 A と高周波発生装置 2 「内の温度制御ユニットとを接続 した。 さらに、リ

ー ド線を介 して、対電極 2 8 (型番 3 ; V a l l 」a b社製 ) と高

周波発生装置 2 「とを接続 した。

００ ハン ドル 6 のサイ ドポー ト7 に三方活栓 8 を取 り付け、三方活栓 8 には、



，ンリンジ 9 と、長さ 「 、内径 2 、外径 のポ リ塩化 ビニル製チュ
ーブである耐圧延長チューブ 2 9 をそれぞれ接続 した。耐圧延長チューブ 2

9 の他端は、接続用コネクタ 3 を介 して、 3 回転 秒で回転する振動付与

装置 2 、すなわち、加熱用液体の吸引と吐出を 「秒間に 3 回繰 り返す振動

付与装置 2 に接続 して、本発明のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル
，ンステム 2 ０A (以下、実施例 「カテーテルシステム) を完成 した。

００ (実施例 2 )

実施例 「と同様の方法で作製 したバルーン 2 、外側カテーテルシヤフ ト3

、内側カテーテルシヤフ ト 、バルーン内温度センサ 「 「、先端部電極 「

及び先端部温度センサ 「 を用いて、下記の通 りバルーン付きアブレーシ ョ

ンカテーテル 「日を作製 した。

００ 内側カテーテルシヤフ ト の先端から長さ 3 の位置を開始点 として、

銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線を内側カテーテルシヤフ ト の後端

方向に向かって巻き付けて、長さ 7 m のコイル状の追加バルーン内電極 3

7 を形成 した。

００ 銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線を追加バルーン内電極 リー ド線 3

8 として、追加バルーン内電極 3 7 の後端に接続 して半田で固定 した。

００ さらに、追加バルーン内電極 3 7 の後端から長さ の位置を開始点 と

して、銀メ ッキを施 した外径 ０・ m の銅線を内側カテーテルシヤフ ト

の後端方向に向かって巻き付けて、長さ 7 のコイル状のバルーン内電極

「０を形成 した。

００8 銀メ ッキを施 した外径 ０・ の銅線をバルーン内電極 リー ド線 「 2 と

して、バルーン内電極 「０の後端部に接続 して半田で固定 した。

００ 実施例 「と同様の方法でバルーン 2 、バルーン内温度センサ 「 「、先端部

電極 「 及び先端部温度センサ 「 を固定 し、さらに、バルーン内電極 リー

ド線 「 2 、追加バルーン内電極 リー ド線 3 8 、バルーン内温度センサ リー ド

線 「 3 、先端部電極 リー ド線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 にそれ

ぞれテフロン (登録商標 ) 樹脂による被覆を施 し、内側カテーテルシヤフ ト



のルーメ ン日「 9 に挿通 した。

０ ０ 内側カテーテルシヤフ ト のルーメ ン日「 9 を挿通 したバルーン内電極 リ

ー ド線 「 2 、追加バルーン内電極 リー ド線 3 8 、バルーン内温度センサ リー

ド線 「 3 、先端部電極 リー ド線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 の他

端を封止部材 に貫通 させてから、外側カテーテルシヤフ ト3 及び内側カ

テーテルシヤフ ト の後端部をポ リェチ レン製のハン ドル 6 の内部に挿入 し

、接着剤で固定 してバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル 「日を作製 した

０ 封止部材 を貫通 した、バルーン内電極 リー ド線 「 2 、追加バルーン内

電極 リー ド線 3 8 、バルーン内温度センサ リー ド線 「 3 、先端部電極 リー ド

線 「 6 及び先端部温度センサ リー ド線 「 7 を、図 6 に示すように、回路切換

スイッチ 2 3 の端子に接続 して、半田で固定 した。

０ ハン ドル 6 のサイ ドポー ト7 に三方活栓 8 を取 り付け、三方活栓 8 には耐

圧延長チューブ 2 9 をそれぞれ接続 した。耐圧延長チューブ 2 9 の他端は、

接続用コネクタ 3 を介 して、振動付与装置 2 に接続 して、本発明のバル

ーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム 2 ０ (以下、実施例 2 カテー

テルシステム) を完成 した。

０ 3 (比較例 「)

先端部電極を、長さ の円柱を加エ及び切削して作製 した以外、すな

わち、内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における先端側の端面から上記

長手方向における先端部電極 「 の先端までの距離が 3 になるようにし

た以外は、実施例 「と同様の方法でバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル
，ンステム (以下、比較例 「カテーテルシステム) を完成 した。

０ (比較例 2 )

先端部電極を、長さ の円柱を加エ及び切削して作製 した以外、すな

わち、内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における先端側の端面から上記

長手方向における先端部電極 「 の先端までの距離が 3 になるようにし

た以外は、実施例 2 と同様の方法でバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル



，ンステム (以下、比較例 2 カテーテルシステム) を完成 した。

０ (バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの準備 )

造影剤 (ヘキサブリックス (登録商標 ) ; ゲルベ ・ジヤパン社製 ) と、生

理食塩水との、体積比 「 : 「の混合溶液を加熱用液体としてシ リンジ 9 から

供給 し、バルーン 2 の内部及びルーメ ンA の空気抜き作業を行ってから、

バルーン 2 を最大径が 2 になるように膨張させた。

０ 次に、三方活栓 8 を切 り替えて耐圧延長チューブ 2 9 内の空気抜き作業を

行ってから、さらに三方活栓 8 を切 り替えて、振動付与装置 2 と、ルーメ

ンA とを連通 させた。

０ (アブレーシ ョン温度測定 )

図 「０に、作製 した各バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの

スポットアブレーシ ョン及びバルーンアブレーシ ョン温度を測定するための

実験系を示す。内壁に対電極 2 8 を貼 り付けた水槽 3 に生理食塩水を 3

」入れて、 3 7。
Cに保温 した。

０ 8 透明容器に、最大径が 2 になるように膨張させたバルーン 2 が嵌合

する形状に成形 した、ポ リアク リルア ミ ド製の疑似心筋組織 を作製 し、

水槽 3 内に設置 した。

０ バルーン 2 を水槽 3 内の生理食塩水に浸漬 し、疑似心筋組織 に嵌合

してから、バルーン 2 の円周方向の ケ所に等間隔で温度センサA～Dを配

置 し、さらに先端部電極 「 の表面に温度計 三 を配置 して、それぞれ温度記

録計 に接続 した。

０ ０ 回路切換スイッチ 2 3 A又は 2 3 をバルーン加熱回路 2 A又は 2

に切 り換えてから、高周波発生装置 2 「及び振動付与装置 2 を同時に作動

させ、設定温度 7 。０Cでバルーン 2 を加熱 して、温度記録計 で、加熱開

始から 「 2 ０秒後の温度センサA～Dが接するバルーン 2 の表面の温度及び

温度センサ 三が接する先端部電極 「 の表面の温度をそれぞれ測定 した。結

果を表 「に示す。

０ バルーン 2 の内部から加熱用液体を抜き取 り、回路切換スイッチ 2 3 A又



は 2 3 を先端加熱回路 2 A又は 2 に切 り換えてから、高周波発生装
。置 2 「を作動させ、設定温度 6 ０Cで先端部電極を加熱 して、温度記録計

で、加熱開始から 3 ０秒後の温度センサ 三が接する先端部電極 「 の表面

の温度をそれぞれ測定 した。結果を表 2 に示す。

０ 表

カテーテル 各温度センサの測定 温度 。e
システム A C D 三

実施促 6 60 59 6 39

実睡押 58 58 57 58 39
比較祝 6 60 6 59
比較佛 59 58 58 58 39

０ 表

カテーテル 温度センサ の測定温度 。C
システム
実施依 60
実施例 60
比較例 60
比較祝 60

０ 表 「に示すように、回路切換スイッチ 2 3 A又は 2 3 をバルーン加熱回

路 2 A又は 2 に切 り換えた場合には、各バルーン付きアブレーシ ョン

カテーテルシステムのバルーン 2 の表面温度、すなわちバルーンアブレーシ

ョン温度は、心筋組織の焼灼に好適な温度である ０～6 。cの範囲内であ

った。 しかしながら、各バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステムの

先端部電極の表面温度、すなわちスポットアブレーシ ョン温度は、比較例 「

カテーテルシステムのみ、これと接触 した心筋組織が焼灼されてしまう程度

に上昇 した。

０ 比較例カテーテルシステム 「の先端部電極の表面温度上昇は、先端部電極

の露出部の長さ、すなわち、内側カテーテルシヤフ ト の長手方向における

先端側の端面から上記長手方向における先端部電極の先端までの距離の不足

による高周波電流の過密な集中によるものと推定 される。

０ 6 方で、比較例カテーテルシステム 2 については、内側カテーテルシヤフ



ト の長手方向における先端側の端面から上記長手方向における先端部電極

の先端までの距離が比較例カテーテルシステム 「と同一であるにも関わらず

、表面温度は上昇 していない。 これは、バルーン内電極が 2 個を配置されて

いることよ りバルーン 2 の内部でのみ高周波電流が通電 し、先端部電極 「

に高周波電流が通電 しなかったためと推定 される。

０ 先端部電極の意図しない表面温度上昇を防止するためには、内側カテーテ

ルシヤフ ト の長手方向における先端側の端面から上記長手方向における先

端部電極の先端までの距離を 以上にするか、あるいはバルーン内電極

を 2 個配置 してバルーン 2 の内部でのみ高周波電流を通電させる必要がある

ことは、表 「の結果からも明らかである。

０ 8 表 2 に示すように、回路切換スイッチ 2 3 A又は 2 3 を先端加熱回路 2

A又は 2 に切 り換えた場合には、各バルーン付きアブレーシ ョンカテ

ーテルシステム先端部電極の表面温度、すなわちスポットアブレーシ ョン温

度は、心筋組織の焼灼に好適な温度である ０～6 。
Cの範囲内で、設定温

度にコ ン トロールすることができた。

産業上の利用可能性

０ 本発明は、心房細動等の不整脈、子宮内膜症、癌細胞、高血圧などの治療

を行 うためのバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル及びバルーン付きアブ

レーシ ョンカテーテルシステムとして用いることができる。

符号の説明

０ ０ 「A ， 「日・・・バルーン付きアブレーシ ョンカテーテル、 2 ・・・バル

ーン、 3 ・・・外側カテーテルシヤフ ト、 ・・・内側カテーテルシヤフ ト

、 ・・・ルーメ ンA 、 6 ・・・ハン ドル、 7 ・・・サイ ドポー ト、 8 ・・

・三方活栓、 9 ・・・シ リンジ、 「０・・・バルーン内電極、 「 「 ・・・バ

ルーン内温度センサ、 「 2 ・・・バルーン内電極 リー ド線、 「 3 ・・・バル

ーン内温度センサ リー ド線、 「 ・・・先端部電極、 「 ・・・先端部温度

センサ、 「 6 ・・・先端部電極 リー ド線、 「 7 ・・・先端部温度センサ リー

ド線、 「 9 ・・・ルーメ ン日、 2 ０A ０ ・・・バルーン付きアブレー



，ンョンカテーテルシステム、 2 「 ・・・高周波発生装置、 2 ・・・振動付

与装置、 2 3 A 3 ・・・回路切換スイッチ、 2 A ・・・先

端加熱回路、 2 A ・・・バルーン加熱回路、 2 6 ・・・高周波電

流 リー ド線、 2 7 ・・・測温信号伝達 リー ド線、 2 8 ・・・対電極、 2

， ・耐圧延長チューブ、 3 ０・・・ローラー、 3 「 ・・・回転軸、 3 ・・
，ガイ ド面、 3 3 ・・・弾性チューブ、 3 ， ・・リザーバ部、 3 ・・・

接続用コネクタ、 3 6 ・・・封止用コネクタ、 3 7 ・・・追加バルーン内電

極、 3 8 ・・・追加バルーン内電極 リー ド線、 3 9 ・・・穴、 ０・・・露

出部、 「 ・・・埋め込み部、 ・・・封止部材、 3 ・・・水槽、

， ・・疑似心筋組織、 ・・・温度記録計



請求の範囲

請求項 カテーテルシヤフ トと、

前記カテーテルシヤフ トの長手方向における先端側に取 り付けられ

たバルーンと、

前記長手方向における後端側の端面から前記バルーンに連通するル

ーメ ンと、

前記バルーンの内部に配置されたバルーン内電極及びバルーン内温

度センサと、

前記長手方向における先端側の端面を含む先端領域に取 り付けられ

た先端部電極及び先端部温度センサと、

を備える、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテル。

請求項 前記カテーテルシヤフ トの長手方向における先端側の端面から前記

長手方向における前記先端部電極の先端までの距離が ～「 で

ある、請求項 「記載のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテル。

請求項3 前記バルーン内電極は、 2 個配置されている、請求項 「記載のバル

ーン付きアブレーシ ョンカテーテル。

請求項 請求項 「又は 2 載のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルと、

( a ) の第 「のバルーン加熱回路と ( ( b ) の先端加熱回

路を切 り換える回路切換スイッチと、

を備える、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム。

( a ) 前記バルーン内電極、対電極、前記バルーン内温度センサ及

び高周波発生装置からなる第 「のバルーン加熱回路

( b ) 前記先端部電極、前記対電極、前記先端部温度センサ及び前

記高周波発生装置からなる先端加熱回路

請求項 請求項 3 載のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルと、

( b ) の先端加熱回路と ( c ) の第 2 のバルーン加熱回路

を切 り換える回路切換スイッチと、

を備える、バルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム。



( b ) 前記先端部電極、対電極、前記先端部温度センサ及び高周波

発生装置からなる先端加熱回路

( c ) 前記バルーン内電極、前記バルーン内温度センサ及び前記高

周波発生装置からなる第 2 のバルーン加熱回路

請求項 前記第 「のバルーン加熱回路又は前記先端加熱回路のインピーダン

スを測定するインピーダンス測定装置を備える、請求項 又は 載

のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム。

請求項 前記バルーン内電極 と前記対電極 との間、及び、前記バルーン内電

極間又は前記先端部電極 と前記対電極 との間、で高周波を通電する前

記高周波発生装置と、

前記ルーメ ンから加熱用液体の吸引と吐出を周期的に繰 り返 して前

記加熱用液体に振動を付与する振動付与装置と、

を備える、請求項 ～6 のいずれか一項記載のバルーン付きアブレー
，ンョンカテーテルシステム。

請求項8 前記振動付与装置は、口一ラーポンプ、ダイヤフラムポンプ、ベ ロ

ーズポンプ、べ一ンポンプ、遠心ポンプ及びピス トンとシ リンダを組

み合わせたポンプからなる群から選択されるポンプを備える、請求項

7 載のバルーン付きアブレーシ ョンカテーテルシステム。
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